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分散協調型 KJ法におけるグループ知評価の検討  
 

由井薗隆也†1	
 	
 宗森	
 純†2 
 

	
 発想支援グループウェアを用いて行う分散協調型 KJ 法におけるグループ知を評価する方法について検討した．分
散協調型 KJ 法はアイデアを出す意見入力段階，アイデアをグループ化する島作成段階，そして，それ以前の結果を
もとに結論である文章を書く文章化段階の三段階からなる．創造的な問題解決会議プロセスでは発散的思考と収束的

思考のバランスが大事と言われている．そこで，発散的思考の結果として出された意見が収束的思考の結果である文

章に反映するプロセスがよい会議につながると仮定し，それを計量するための指標を検討した．そして，自然言語処
理を用いた単語の種類数による複数の指標を検討し，文章の総合満足度という尺度との相関を調べた．その結果，意

見の集約量を示す指標が，文章の総合満足度と最も高い相関を取ることがわかった． 

 

Evaluation Method of Group Intelligence on the Distributed 
and Cooperative KJ method 

 

TAKAYA YUIZONO†1	
 JUN MUNEMORI†2 
 

 Evaluation metrics has been proposed to understand group intelligence after the distributed and cooperative KJ 
method (The DC-KJ method) with groupware for a new idea generation. The DC-KJ method consists of three 
steps; brainstorming to make idea labels, making island by grouping ideas using their familiarity, and writing 
conclusion sentences after the previous two steps. In this research, the size of group intelligence is measured by 
multiplying a result of divergent thinking (the number of kind of words in ideas) and a result of convergent thinking (the number 
of kind of words in the conclusion sentences) together. The metrics was applied to the past conference data to make 
collective intelligence by integrating the DC-KJ method meetings. The results showed that the number of words 
containing in the conclusion sentences indicates most high correlation with the satisfied value of the conclusion 
sentences. 

 
 

1. はじめに    

	
 グループウェアは人間の知的触発を支援することやアイ

デア発想（または知識創造）を支援することを目的として

数多くの研究が進められてきた[1][2]．グループウェア研究

の目標の一つは参加者全員の知性（以下，グループ知と呼

ぶ）を活かす電子会議システムの実現であり，そのような

研究として発想支援グループウェアの取り組みがあげられ

る[1]．特に，日本ではアイデア発想法である KJ 法a[3][4]

を支援する研究が数多く行われてきた[5][6][7][8][9][10]．

その中で，発想支援グループウェアの研究では，数多くの

学生実験を通した電子会議実施の評価がなされている

[6][8][9][10]．その評価には意見数，島数，文章数というパ

ラメータやまとめ文章（結論）を評価する総合満足度[9]

が用いられてきた．いずれにしても，これは会議の結果と

して得られたデータである． 

	
 グループ知を電子会議システムで取り扱うためには，そ

の会議プロセスを反映した評価指標が必要と考える．また，

システムが評価指標を取り扱える必要がある．そのため，

評価指標は，電子会議のプロセスを反映したものであり，
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システムが観測・理解できる必要がある． 

	
 従来，グループ会議の方法として，ブレインストーミン

グ[11]や KJ 法などのアイデア発想を目的とした会議技法

が知られている．これらは創造的問題解決プロセス[11][12]

と結びつき，企業，組織における製品開発に用いられてき

た技法である．また企業製品の企画作りを行うデザイン会

社では，ブレインストーミングだけでなく，現場からの観

察にもとづくアイデア発想が重視されている[13]．よって，

現場で収集したデータに基づくアイデア発想も行える KJ

法は適用場面が多いと考えられる． 

	
 ブレインストーミングと KJ法の関係について考えると，

KJ法を会議に用いる場合は，ブレインストーミングによる

アイデア発想を行い，KJ法のグループ化などの作業を行う．

また，KJ法の考案者である川喜田は，良い会議プロセスと

して発散的思考，収束的思考，評価という順番を上げてい

る[14]．つまり，KJ法は基本的な創造的問題解決プロセス

を含んだ技法となっている．本研究では，その KJ 法を参

考にした分散協調型 KJ法のプロセスを対象とする． 

	
 また分散協調型 KJ 法の研究において，様々な実験が行

われてきている．その中，集合知の４条件（多様性，独立

性，分散性，集約性）[15]を考慮した実験では，発散的思

考に相当する多様性と収束的思考に相当する集約性を考慮

した会議実験の結果が優れるという成果が得られている

[10]．そこで，本研究ではグループ知の評価指標を理解す
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るための手掛かりとして，集合知を考慮した分散協調型 KJ

法実験の結果に着目した． 

	
 以上より，本研究では創造的問題解決プロセスの代表会

議として KJ 法を参考とした発想支援グループウェアを用

いた分散協調型 KJ 法におけるグループ知を評価する方法

を検討する．特に，その検討のため，集合知を考慮した分

散協調型 KJ法実験のデータを用いた． 

2. 関連知識  

2.1 分散協調型 KJ法 [6][8] 

	
 分散協調型 KJ 法は発想支援グループウェア郡元の研究

においてグループウェア向けに KJ 法をアレンジしたもの

である．複数の計算機で画面を共有して行う．その分散協

調型 KJ 法の作業は，意見入力，島作成，文章化の 3 段階

である．元々の KJ 法と比べると，島作成関係の図解化の

一部が省略されている． 

	
 意見入力段階では，ブレインストーミングの精神にのっ

とり思いつく限り意見を出す．島作成段階の作業では，似

たような意見を直感的に集める作業を行い，その集まりを

島と呼ぶ．それぞれの島には，中身を反映した名前，島名

を付ける．関連ある内容の島は近くに移動させることもあ

る．最後の文章化段階では，それまでに得られた意見や島

を見ながら結論であるまとめ文章を作成する．特に，文章

中に島名を入れるように指導している． 

2.2 集合知を考慮した分散協調型 KJ法 [10] 

	
 Web で注目されている集合知の効果を分散協調型 KJ法

に適用するために構成した会議である．Surowiecki による

集合知の４条件（多様性，独立性，分散性，集約性）[15]

を参考とした会議プロセスを提案している．複数グループ

による分散協調型 KJ 法で出された意見を用いることによ

って，集合知を指向した会議である． 

	
 第 1段階目は，十数人の人々が独立した複数のグループ

に分かれて分散協調型 KJ 法を行う．第 2 段階目は，それ

らから得られた意見を集約または集合させて分散協調型

KJ 法を行う．この第一段階目によって，多様性と独立性

を支援している．そして，第二段階目によって集約性を支

援している． 

	
 その会議プロセスを用いた実験結果では，集約性の高い

会議技法においてまとめ文章の結果が良くなることが報告

されている． 

3. グループ知の評価指標について  

	
 グループ知を活かす電子会議システムを検討するために

創造的問題解決プロセス[12]に注目している．その創造的

問題解決会議プロセスは大きく２段階に分けることができ

る．問題に対して「意見を出す段階」と「意見から結論を

まとめる段階」である．人間知性における創造性研究にお

いて，ギルフォードは多くのアイデアを出す発散的思考と

１つの解を導く収束的思考とに切り分け，発散的思考のみ

が創造性に重要としている[16]．一方，オズボーンやパー

ソンズが中心になって洗練された創造的問題解決プロセス

においては，発散的思考と収束的思考のバランスが重要と

されている[12]．よって，本研究では，理想的な会議を実

現するグループ知は発散的思考において多くの意見が出さ

れるとともに，収束的思考において多くの意見が選択・評

価されていることとした． 

	
 以下，この発散的思考と収束的思考との関係を計量化す

る指標として，グループ知の大きさを表す指標について述

べる． 

	
 創造的問題解決会議におけるグループ知の大きさを量と

して表現する公式として，グループ知の大きさは，「意見の

多様数」（多くの多様な意見が出されているかの量）と「意

見の集約数」（多くの意見をうまく会議の結果に反映できて

いるかの量）の積であると定める．  

	
 これを電気回路に喩えると，多様数は電圧に相当する．

そして，多くの意見がうまく会議の結果に反映できるかど

うかの集約数は，電気の流れである電流に相当する．つま

り，電気の力を示す電力は電圧と電流の積として定義され

るように，創造的問題解決会議におけるグループ知の大き

さを多様数と集約数の積として定義する． 

	
 創造的問題解決プロセスでは発散的思考と収束的思考が

互いに関わり合うことが大事とされている．「意見の多様数」

は発散的思考のみに直接関係があり，出された意見の多様

数を調べる．一方，「意見の集約数」は発散的思考の結果が

収束的思考の結果に反映されている値を求める．そのため，

「意見の集約数」は発散的思考と収束的思考の両方を考慮

した尺度となっている． 

4. 提案方法の適用について  

4.1 対象データ  

	
 提案指標を適用する対象データとして分散協調型 KJ 法

に集合知条件を考慮した分散協調型 KJ 法の結果を調べた

実験結果[10]を用いる．この会議では，会議プロセスにお

いて，発散的思考として意見の多様性，収束的思考として

意見の集約性を取り扱っている．そして，分散協調型 KJ

法の結論を評価する文書の総合満足度において統計的な有

意差が得られている．そのため，提案する評価指標と会議

の結果をみるための出発点として採用した． 

	
 発想支援グループウェア KUSANGIを用いて実施された

集合知を考慮した分散協調型 KJ 法の意見総和型会議の結

果例を図１に，意見選択型会議の結果例を図２に示す．そ

して，表１に集合知条件を考慮した分散協調型 KJ 法実験

の基本結果を示す． 

	
 集合知の条件を考慮した会議プロセスを構成した結果，

多くの意見から評価の高い意見を選択した意見選択会議の

結果（総合満足度）がよくなるという結果となっている． 
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図１	
 KUSANGIを用いた意見総和型会議の結果画面例（Group A） 

図２	
 KUSANGIを用いた意見選択会議の結果画面例(Group F) 
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表 1	
 集合知条件を考慮した分散協調型 KJ法実験の基本

結果[10] 

 

 

4.2 単語処理について  
	
 自然言語処理を用いて会議結果に現れた単語数を求める

た め に java の 形 態 素 解 析 ラ イ ブ ラ リ

lucene-gosen(http://code.google.com/p/lucene-gosen/)を用いた．

その lucen-gosenは IPA辞書を使うバージョンを用いた．発

想支援グループウェアKUSANAGI[10]を用いた分散協調型

KJ法で得られた意見データ，島名データ，まとめ文章デー

タを読み込み，その中に含まれる単語の種類数を数えるプ

ログラムを作成している．また，意見データや島名データ

に含まれる単語が結論であるまとめ文章にふくまれた単語

の種類数を数えるプログラムも作成している． 

	
 今回，数える対象とした単語の品詞は，名詞，動詞，形

容詞，未知語であり，「が」「は」といった助詞などは除外

した．また，名詞に付属して現れる助動詞，接頭詞も除外

した．図 3に，Javaプログラムのインタフェース画面を示

す． 

 

 

図 3	
 単語処理プログラムのインタフェース 

 

5. 適用結果と考察  

5.1 集合知条件を考慮した分散協調型 KJ法実験への
適用結果  

	
 対象実験における，すべての意見に含まれる単語種類数，

島名における単語種類数，まとめ文章における単語種類数，

そして，意見と島名における単語種類数，全体の単語種類

数を計算した結果を表２に示す．単語種類数は「意見の多

様数」を表す指標とみなす． 

	
 集合知条件を考慮した分散協調型 KJ 法において，すべ

ての意見を使用した意見総和会議は多くの異なる単語を使

用したことがわかる．一方，よい意見を用いて行った意見

選択型会議の場合，意見総和型会議よりは少ないが，１回

しか行わない分散協調型 KJ 法より多くの異なる単語を使

いがちであるという結果となった．  

 

表２	
 集合知条件を考慮した分散協調型 KJ法実験の単語

種類数 

 
 

	
 次に，意見に現れた単語や島名に現れた単語が結論であ

る文章に現れた単語の種類数を調べた結果を表３に示す．

この文章に反映された単語種類数は「意見の集約数」を表

す指標とみなす． 

	
 多くの意見の中から良い意見を選択して会議を行った意

見選択型会議の場合において，意見に現れる単語が結論で

ある文章に反映されている単語の種類数が多めの傾向がわ

かる． 

 

表３	
 文章に反映された単語種類数 

 
 

	
 最後に，表２と表３をもとにグループ知の大きさを計算

した値を表４に示す．最大値は，意見，島名，文章を考慮

した場合である．  

	
 意見総和型会議や意見選択型会議は全体的に１回のみの

分散協調型 KJ 法と比べて，グループ知の大きさが大きい
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傾向があるが，GroupD のようにそれほど，大きくないも

のも見られた． 

 

表４	
 グループ知の大きさ 

 
 

5.2 総合満足度との相関  
	
 分散協調型 KJ 法の基本データである意見数，島数，ま

とめ文字数（表１），それらの単語種類数(表２), グループ

知の大きさ（表４），最後に結論である文章に反映された単

語種類数（表３）と結論である文書の総合満足度の相関を

求めた結果を表５に示す． 

	
 その結果，文章に反映された単語種類数における相関係

数において意見の場合は 0.93，「意見＋島名」の場合は 0.87

と約 0.9 と高い相関を示す結果となった．次に，まとめ文

字数，文章の単語種類数，グループ知の大きさの最大値は

約 0.8 と高い相関を示した．一方，その他のグループ知の

大きさは，意見の場合は 0.74，「意見＋島名」の場合は 0.64

となった． 

 

表５	
 総合満足度との相関 

 
	
  

	
 以上より，グループ知の指標において「意見の多様数」

と「意見の集約数」の積として求めたグループ知の大きさ

より，「意見の集約数」として求めた文章に反映した単語種

類数のほうが結論に対する満足度と関係がある可能性がわ

かった．このことより，グループ知を理解するためには，

発散的思考と収束的思考の両方を取り込んだ指標が重要で

あることがわかった．  

 

5.3 今後の展望  
	
 実験結果より総合満足度と最も高い相関が得られた指標

は「意見の集約数」を示す「文章に反映された意見の単語

種類数」であった．よって，分散協調型 KJ 法の会議プロ

セスとして出された意見が吟味・選択された意見が文章に

反映させることが，よいグループ知を構成するために必要

と考える． 

	
 このことを支援するために発想支援グループウェア

KUSANAGI[10]に出された意見が結論である文章に反映し

ているかどうかチェックする機能の実装が上げられる．

KUSANAGI と今回の自然言語処理はすべて Java プログラ

ミングで開発されている．よって，今回，作成した Javaプ

ログラムを KUSANAGI に移植し，ユーザへの提示法を加

えることで実現する予定である． 

	
 分散協調型 KJ 法実験データが約 200 回分蓄積されてい

る[8]．それらデータから特徴がある実験を用いて調査する

ことができる．例えば，１人の実施と３人の実施を比較す

ることによって人数の効果を検討できる．また，学部２〜

３年生，学部４年生〜大学院生との比較によって，能力差

との関係を検討できる． 

6. おわりに  

	
 創造的問題解決会議におけるグループ知をよくする方法

を理解するために分散協調型 KJ 法の評価指標について検

討した．その評価指標として，発散的思考と収束的思考を

念頭においたグループ知の大きさ（「意見の多様数」と「意

見の集約数」の積）を検討した．そして，過去の集合知条

件を考慮した分散協調型 KJ 法実験の結果に適用した．そ

の際，「意見の多様数」に関わる指標として単語種類数，「意

見の集約数」に関わる指標として文章に反映された単語種

類数を調べた． 

	
 その結果，会議の結果を表す文章の総合満足度と相関が

高い指標は，創造的問題解決プロセスにおける発散的思考

と収束的思考の両方を反映した「意見の集約数」であるこ

とがわかった． 

	
 今後は，この結果をもとにしたグループ知をガイドする

発想支援グループウェアの開発をする予定である．また，

過去の実験データを用いて，グループ知に関する指標に対

する検討を深める予定である．チャパニスの論文[17]を参

考に，同じ言葉を数えた場合のみならず，異なる言葉を数

えた場合も検討したい 
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